
組織のシステム論的考察
-多様性に立脚した複雑な経済秩序の構想一

後 藤 実
組織は近代社会を構成する重要な担い手であるにもかかわらず、社会学に独自な理論的考察は限られてい
る。本稿ではN.ルーマンの組織理論を取り上げ、その射程を吟味する。ルーマンは1980年代において組織の
究極要素を意思決定のオートポイエーシスという一つの性質に絞り込んだ。組織の形態の態様は、常に別様
でありうるとするルーマンの立場からすると、中央指令型組織、官僚制、ネットワーク型の組織も、それぞ
れ一つの形態に過ぎない。にもかかわらず、ルースな結合をなす組織的複合体への移行が、偶然の積み重ね
に由来する帰結の一つでしかないのに、必然視されるのは、そこに自己準拠の徹底化が見出されるからであ
る。今日多様な形態の組織形成が喧伝されているが、それは、ルースな複合体という縮減された枠組みの中
における多様性かもしれない。

いても分析していることが特筆される。ウェー
バーによれば、ひとたび官僚制が確立されると、
それは打ち壊しがたい社会的組織の一つにな
り、永続性をもつというのである。ここでウェ
ーバーは個人的な参加・加入による「社団・自
発的結社」という類型と合理的な精密機械とし
ての「官僚制」を組織の類型として挙げ、前者
が後者へと転化する社会的趨勢を鋭く指摘して
いるのである(Weber[1921=1960:115-118])。
こうして見ると、ウェーバーは、近代組織の

理念的な「規定」を行い、その中心的な「類型」
を示し、その社会的な帰結を考察していたこと
になる。そして、支配の諸類型として単一支配
制行政､合議制といった組織の「実態的な営み」
についても踏みこんだ考察をしていた。
このウェーバーの考察は、社会学的に見た組

織論として中心的な位置を占める。官僚制的化
石化というウェーバーのテーゼは重いものの、

1．問題の所在

近代社会を社会学的に考える上で、組織が果
たしている役割は非常に重要である。しかし、
｢組織とは何か」という問いは、主として経営
学や経済学の立場から考えられてきた。社会学
の観点からの組織に関する古典的な考察として
は、M.ウェーバーIWeberl921=1960]の官僚制
に関する議論がある。これは同じく近代的組織
の考察としての意味合いを持つ。ウェーバーは、
近代組織の特徴、それが生み出される歴史的経
緯、官僚制の帰結について詳細に分析している。
ウェーバーが考える近代組織の特徴は、①人格
に左右されない即物的な処理、②計算可能な規
則による運営、③官職の階層的な構成として要
約される。ウェーバーは単に官僚制の特徴を列
挙したのにとどまらず、その社会的な帰結につ
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た現実態として、なぜ一定の形態の組織がある
文脈で生き残るのかという問題を自己準拠の徹
底化と進化という観点から考察してみたい（６
節)。この作業が「管理型組織からネットワー
クへ」といった標語に不在のロジックを埋める
ことになる。

1980年代以降特に情報経済論の文脈からネット
ワーク型組織が盛んに論じられ、「管理的な組
織からネットワークへ」という図式が喧伝され
ている。しかし、フラットな形態の組織の重要
性が強調されてはいるものの、社会理論的な考
察としては必ずしも満足のいくものにはなって
いない。ルーマンは、ウェーバーに見られる社
会学的考察や経営学で展開された組織理論、シ
ナジー論などを摂取し、独自の組織理論を構築
している(1)。そこで本稿では、ルーマンの組
織理論を取り上げ、８0年代のオートポイエーシ
ス的転回以後の社会学的に見た組織理論の深化
が、官僚制の弊害の露呈とネットワーク化との
間を埋めるロジックを提供しているのかどう
か、検証していきたい。
ルーマンの組織理論に関しては、奥山敏雄に
典型的に見られるように1970年代に特徴的な
｢予期」「制度」「公式性」の観点から研究がな
されてきた（奥山［1987]）(2)。しかし、本稿で
は1980年代のルーマン理論のオートポイエーシ
ス的転回に着目し、それに伴う組織理論の転換
を検討する。オートポイエーシスに着目したル
ーマンの組織理論の研究としては、高尾義明の
論考などが存在するが、ルーマンの組織論の全
体像とその意義を論ずるものとしては限定的な
ものである（高尾[1998])。
そこで本稿は、８０年代におけるルーマンの組
織理論の転回の意義を考察するために70年代ま
での彼の組織理論をフオローした上で（2節、３
節)、オートポイエーシス以後の組織理論に見
られる「統一体としての再生産」と「創発的な
協働性・シナジー」の緊張関係を抽出する（４
節、５節)。そして、ルーマンの考察に導かれな
がら、「ルースカップリング、タイトカップリ
ング」の観点から見た組織形態がとり得る可能
態としての多様性を論じる。しかし、同時にま

２．社会システムの分析水準と組織の公
式性

ルーマンは、米国を中心とした組織理論を丹
念に摂取しながら、独自の組織理論の構築を試
みている。組織理論を構築するということは、
組織に独自な性質をどのように基礎付けおの
か、という課題に答えることである。
ルーマンは社会システムの分析水準を三つに

分け、その中の一つとして組織を位置付けてい
る(3)。社会システムの分析水準とは、社会・
組織・相互行為の三つが区分されることであ
る。ここで社会として考えられているのは、包
括的な社会（ケゼルシャフト）である。社会はそ
の場に居合わせている人々による相互行為に還
元されないし、また組織に還元されるものでも
ない。組織は、様々な相互行為を活用している
と言えるが、相互行為に還元されるわけではな
い。相互行為と組織は社会に属するが、社会そ
のものは、組織と相互行為の総和以上のもので
ある。
社会システムの三つの分析水準の中でも、組

織を独自のシステムとして区分したことは、注
目に値する。近代社会においては、特に公的組
織は重要な社会システムの担い手であるからで
ある｡そのためルーマン(Luhmann[1964=1992,
1996])の組織論では、「システムの公式化_|が
分析対象になっている。一般的に言って社会シ
ステムは、内部と外部の環境が区別されること
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で存立している。組織の場合、それは成員と非
成員の区別に相当する。ただ単に他の行為連関
との境界が設定されるというのであれば、組織
の行為連関の説明はできないので、組織の公式
化を成員と非成員の区別に求めているのであ
る。これをさらに厳密にいうならば、成員と非
成員の区別を明瞭化するというよりは、その区
別のためのルールを保持しているということで
ある。これによって組織の内と外が差異化され
るのである。
成員と非成員の区別というのは、いわば組織

の内と外の境界を設定するということである
が、組織の内部的な公式性は、何に由来するの
であろうか。ルーマンは、このメルクマールを
行動期待の一般化に求めている。これは、シス
テムが行為のレベルではなく、行動期待のレベ
ルで形成されるという考え方によるものであ
る。成員は、役割を割り振られ、その範囲内で
組織とコミットすることによって期待の安定性
が形成される。
組織を実体としてではなく、機能的に把握す
るというルーマンの態度は、一貫している。
ルーマンは、システムにおいて解決されていな
い問題を拘束力のある決定を下すことによっ
て、解決可能な問題へと変換するところに、組
織形成の意味があると考えている。ここで、問
題を索出し、解決へと導く機能を担うものが目
的設定である。目的設定は、同時に成員の側に
対しては体験加工の意味を持つ。つまり、ルー
マンは、目的を実体としてではなく、機能的に
把握している。ルーマンは、解決されていない
問題を解決可能な事態へと変換する機能を目的
設定が持つと論じた上で、それが変数で、かつ
多数存在すると考えている(Luhmann[1968=
1990:101,119,127])。ただし、ルーマンにとって
の目的設定は環境との両立を図るものであり、

環境と組織の内部事情により任意に変更可能な
ものである。このような形で任意に目的を変更
することは、「機能的安定化」と呼ばれている
(Luhmannll964=1996:316])o
これは決定の前提についての決定、個々の決

定の積み重ねという形をとる。ルーマンは組織
の活用の現れを「決定の分業」に見ている
(Luhmann[1968=1990:259])。決定が分業されるこ
とによって問題解決能力が全体として向上する
ことになる。これには多くの決定作業が伴い、
決定過程が再帰化していく。この過程を制度化
するために公式組織の形態が利用される。単に
その場で決定するというのであれば、たまたま
居合わせたメンバーで可能であるが、決定その
ものを再帰的にする仕組みを整えるためには、
組織の公式化が必要であるというのである。

3．機能システムの組織依存と個人のコ
ミットメント

ルーマンの議論の構成をみると、理念的に見
た組織の特質を逐一列挙するというのではな
く、それをあくまで機能的に把握しようとする。
環境の観察を通じた目的設定と決定の分業を通
じた成果の確保がその要諦である。そして、組
織は相互行為と社会に還元できない分析水準で
あると考えられている。
ルーマンに独特な社会の分析水準の区分は、

組織における成員のコミットメントの社会学的
な考察を多層的に可能にする。経営学の組織理
論では、機能的成果を確保するための管理の体
系が盛んに考察されていた。ルーマンは、これ
に対して成員の役割という観点を取り入れ、役
割以外の個人の感情的表出と組織そのものの合
理性を区別している。これは、組織と相互行為
の関係性を問題化したことになる。
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あり、成員は全人格的に組織に関わるのではな
く、ある規則の体系にそってコミットするので
ある。つまり個人の人格に左右されることなく、
事柄そのものにコミットすることで近代組織は
運営されている。別の言い方をすれば、人格的
な感情の表出については、役割以外のところで
表出する自由が成員の側にあるのである。そう
すると、組織の活用には二つの層が在ることが
分かる。一つは組織が個々の成員を超えた目的
を遂行している側面である。二つ目は、個々の
成員が割り振られた役割を通じて組織にコミッ
トしている側面である。組織を用いることの意
義は、個々の成員の限定されたコミットを通し
て、個々の成員には還元できない目的を任意に
設定し、遂行することにある(4)。
このような考察の持つメリットは、ルーマン
も言うように、近代組織の合理性は個人の園由
と対立する、というもっともらしい仮定を破棄
することができる点である(Luhmann[19'64=
1996:326-3281)。まず、組織の合理性もある観点
から抽象的に構成されたものである。そして、
組織の合理性は公的なルールの体系の存在によ
って、逆に個人のパーソナリティの特殊性に関
する許容度を高めていることにある。つまり、
組織の合理性によって、成員の自由もまた確保
されているのである(5)。

1980年代に入ると、ルーマンは「機能システ
ムの組織依存」という言葉を明示的に用い始め
るが、これに「組織と相互行為」という分析水
準を加えると、組織を活用することの意義が浮
かび上がる。ルーマン自身は組織を活用するこ
との社会的な意義について、必ずしも体系的な
考察をしているわけではないものの、彼の理論
的枠組みを敷桁すると、次のような考察が可能
である。
「機能システムの組織依存｣、「組織の相互行

為の活用」は、一見連続しているように見える。
つまり、機能システムは組織を活用し、制御的
目標値を達成し、それは組織が適切な行為を調
達していることで確保されていると、思われが
ちだからである。このような定式化は誤解を生
みやすい。というのも、これだと組織とは、
個々の成員を超えた目的のために成員の行為を
調達を図る社会的な装置ということになってし
まうからである。これに対しては、組織そのも
のの目的という水準、及び組織と行為の関係と
いう二つの準拠点を抽出し、相互間の多層的関
係を吟味することで、組織の準拠点に応じた複
数の等価な機能とその連関が明らかになる。つ
まり、「機能システムの組織依存」と「組織／
相互行為」は組織内在的にみると、別の層をな
していることが分かる。
機能システムは下位の水準である組織を活用
して機能的パフォーマンスを確保している。ま
た組織自体は、下位の水準である相互行為を活
用しているのも事実である。しかし組織の成員
は、組織の目的のために埋め込まれた存在では
ない。組織が個々の成員を超えた目的を持つに
しても、成員はその目的のため、全面的に奉仕
することを要請されているわけではない。これ
は近代組織の特徴そのものである。近代組織の
特徴は、権限のコード等を通じた決定の分業に

４．組織のオートボイエーシス的再生産
と意思決定

成員の役割遂行／感情の表出、組織の目的遂
行／組織目的の可変性の両立を組織理論で定式
化したルーマンであったが、1980年代以降､彼
の社会システム理論そのものが転回し始める。
この転回が端的に現れているのが、「自己準拠
的システム理論」の提唱である。これは、シス
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テムが存立しているのは、「要素の自律的な再
生産・接続」によってであって、そのオペレー
ションの根拠が外在的な存在によって確保され
ているのではないということを示した新しいシ
ステム観であった。ルーマンは、自己準拠シス
テムを「システムが自己に依拠して自己の要素
を産出し、環境と区別することで、自己を現実
化するシステム」として規定している
(Luhmann[1984=1993:11-141)。よく自己準拠とオ
ートポイエーシスが並立して論じられるけれど

も、自己準拠的システムを照射するために導入
された視角がオートポイエーシスなのである。
しかし、自己準拠とオートポイエーシスに関し
ては、元をたどれば、前者が論理学の自己言及
に由来することから、自己と他者の区分に力点
があるのに対して、後者は生命科学の系譜に連
なる概念であるため、ホメオスタティックな自
己維持に焦点がある、という差異がある
(MaturanaandVarela[1980=1991],Luhmann[1984=
1993:14-16,19,95])(6)。
ここで注意しなくてはならないのは、ルーマ
ンがオートポイエーシスシステムに関して、あ
る統一体としてのシステムを前提として、その
システムの要素を自己再生産することに限定し
て適用したということである。これをルーマン
はシステムの「上からの構成」と述べている。
ルーマンは、ダブルコンティンジェンシーの考
察で要素の下からの形成に見られる創発的なシ
ステムの形成に言及しているけれども、彼の理
論の中では「上からの構成」に相対的な重みが
ある。この両者が時としてルーマンの社会シス
テム理論の体系の中で対抗的な緊張関係として
現れる。この相克の問題は、システムが単に要
素を再生産しているならば、構造が変化するこ
とは、ありうるのかという、問いに連なる。ル
ーマンはこのことについては、「形態発生」と

いう視角を導入し、構造の制約から自由な領域
における活性化が構造改変をもたらしうると論
じている(Luhmann[1984=1995:647-654])(7)。オ
ートポイエーシス理論の導入は、法、経済、心
理システムの領域にも及んでいる。法システム
に比べると、言及している分量は少ないものの、
ルーマンは主として「社会の経済」の文脈で組
織理論の転回を図っている。
1980年代に入ると、ルーマンは、組織を組織

たらしめる特性として「意思決定」を挙げるよ
うになる。ここに至って組織の究極要素は「意
思決定」と規定された(Luhmann[1988=1991:284])
組織の特徴とされる「目的設定｣、「決定の分業｣、
｢階層制における権力の主題の構成」も結局は
｢意思決定」を通じて行われているからである。
意思決定をルーマンが持ち出したのは、特に相
互行為と区別される組織特有の要素だからであ
る。相互行為状況でも、組織においても、何ら
かの主題についてコミュニケーションが遂行さ
れているけれども、集団的な拘束力を持つ決定
を下し、これを分業する形で行っているのは、
組織においてである。
意思決定とは、多数存在する可能性の中から
の選択である。意思決定は時点（時間）の〈事
前／事後＞の差異をもって、その効力が図られ
るものである。意思決定前では偶有的で事態は
別様でありうるが、意思決定によってその時点
の事象が内容的拘束力を持つことになる。つま
り意思決定は時間を活用した事象の選択なので
ある。意思決定行為はプロセスの連続として把
握される。意思決定は予期を伴う。意思決定の
前には必ず行動の予測があるというのである。
そしてその予期は出来事ではなく構造であり、
時間的に一定した安定性を保持していると言え
る(Luhmann[1988=1991:288_2901)(8)。この意思
決定に関する予期を行動構造と解するならば、
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意思決定のオートポイエーシスのエッセンス
は、以前の決定に必ずしも左右されない決定の
遂行にあると思われる。組織には階層的な構成
が付き物であるというものの、外部に強いられ
ることなく、独自に環境を自己観察し、意思決
定を文脈的に見て適合的に構成するということ
である。そして組織の意思決定のオートポイエ
ーシス自体は、文化的には中立な組織の究極要

素であると考えることができる。換言すれば、
組織の自己準拠的な再生産のあり方は、文化や
コンテキストに対して開かれているということ
である。
ルーマンの貢献は、あらゆる組織の究極要素
として意思決定を規定し、文化に対して中立的
な形で組織に共通した特性を言い当てたことで
ある。つまり、組織を実体視し、その特質を理
念的に列挙し、類型を分類するというウェーーバ
ーにみられる従来の論法とは逆に、あらゆる組

織に共通する最小限の特質を一つあげ、その構
成のされ方は文脈に対して開かれており、不確
定であるという認識論的な転回を図っているの
である。

それは選択に関するまとまりをもつことから、
意思決定集合と呼べる。意思決定行為（出来事）
と意思決定集合（構造）は相互にループを形成
している。意思決定集合の条件付けによって意
思決定行為が遂行され、それと予期との整合性
が意志決定集合にフィードバックする。行動予
期に関する<同調／逸脱＞によって構造が構造
化されるのである。行動予期と出来事が整合的
ならば、構造は強化される。それに対して出来
事が非整合的であった場合は、逸脱として処理
され、構造を保持し続けるか（規範化)、あるい
は再構成きれるか（適応）という選択に迫られ
るのである。つまり、意思決定は前例を踏襲す
ることもできるし、別様な決定を創出する形で
もなされるのである。
意思決定といっても、組織の本質が決定の分
業にあるということに基づけば、成員の全てが
組織全体の意思決定に関与するわけではない。
むろん、全員の合意をもって、決定を行わない
までも、成員の意向を無視して決定を遂行する
のも、また非現実的である。そこでルーマンは、
組織は決定についての擬制を作り出すことで、
同意を調達しているという視点を打ち出してい
る。組織にとって重要なのは、正当な手続きに
そった決定である。人格的な窓意ではなく、事
前に定められた規則にそった決定がなされてい
るという体験加工を通じて、決定は正当なもの
として受容されるのである。成員の全てが決定
に参与しないまでも、決定は事後的なコミュニ
ケーションによって補完されることで、受容可
能性が高まるというのである(Luhmann[1975=
1986:49,56,71])。ただ、実際のところ正当な手
続きにそった決定を行っても、決定に偏りが生
じる事態は十分に想定できる。その際には決定
構造そのものが、再帰的に再構築されることに
なる。

５．オートボイエティックな組織の文脈
依存性

ルーマン的な認識に沿えば、官僚制化は近代
の運命ではなく、ネットワーク型組織への転換
というのも、あくまでもシステムの選択のパタ
ーンの一つであるということになる。オートポ

イエテイックな組織としてイメージされあの
が、部署の自律性と意思決定の積み重ねによる
漸進的な変化である。これは、自己準拠的な再
生産の継続性を表している。これに対して、近
代組織の中でも一元的な中央指令的な組織は、
自己準拠という性質に乏しく、それとは対照的
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なものである。
ここで問題になるのが官僚制化のテーゼであ

る。ルーマンは組織体の自己再生産が官僚制の
論理に依存するようになると、機能システムの
開放性と柔軟性が制限され、チャンスが利用さ
れなくなってしまう、と述べている(Luhmann
[1987a:36])。それに伴い可能態と現実態の落差
が大きくなるというのである。官僚的組織は一
定の効率性を持つものの、閉鎖性、硬直性とい
った逆機能的な側面が顕著になると、むしろ活
用される選択肢が制約されてしまうというので
ある。近代的な官僚制の弊害という場合は、各
部署は自律した役割を担うという意味では、自
己準拠的であるが、意思決定集合が固定的にな
っており、可塑性に乏しい状態のことを指して
いると思われる。
ここで80年代における社会システム理論の転

回を受けたシステムの「上からの構成｣、「下か
らの創発」といった緊張関係が、組織の構成の
態様を考える上で重要になってくる。官僚制の
弊害を考慮に入れつつ、ルーマンは「出来事一
構造理論」を持ち出して、それを意思決定の再
生産（オートポイエーシス）に結び付けている。
意思決定は組織の構造にそって再生産されるこ
ともあるが、既存の構造の改変を迫る決定もあ
りうるという意味で両義的である。つまり出来
事一構造化は組織の構造に対する寄与として
は、両義的である(9)。
ただし、あえて出来事一構造理論を組織のオ

ートポイエーシスに適用したということは、組

織のプロセスに依拠した再生産および組織のヘ
テラーキー的構成・シナジーを照射する視座を
開いたことにもなる。
ヘテラーキーは不等質な構造を持ち、階層構

造を持つハイラーキーとは対照的なものであ
る。ルーマンは、ヘテラーキーについてもやや

暖昧な記述をしている。その記述をよく踏まえ
るなら、作動が網状につながっている動的シナ
ジーを念頭においていると思われる(Luhmann
[1988=1991:1171)。ヘテラーキーは外部の環境情
報を取り入れ、それを選択的に摂取し加工する
ことで指揮系統を構成している。つまり文脈が
多様になれば、指揮系統もより不等質になるの
である。そこから意思決定の多中心性というこ
とが出てくる。文脈の多様さ、環境の複雑性に
対応するため、意思決定構造が不等質な構成を
取るのである。つまり、これは結合の多様性の
ことであり、動的コンテキストに対して、動的
協働性で応じるのである。単に不等質な構造を
持つということでは、ヘテラーキー的な組織も
ネットワークも同じである。ところがヘテラー
キーは指揮系統が何らかの形で想定されている
ことに注意する必要がある｡これに対して、ネ
ットワークは権限の体系を許容しないところに
その特徴がある。つまり、両者は似ているが微
妙に相違しているのである。
ハイラーキー的な組織とヘテラーキー的な組

織に関しては、前者から後者への移行という形
で情報社会論などでよく論じられる。しかし、
これはシステムの選択の対比を示しているに過
ぎない('0)。では、ルーマンの公的組織論は、
ここに至って転換したのだろうか。ここでは、
組織における合理性と個人の関与とは、別の水
準を表していることを明示したルーマンの組織
理論そのものコアな部分は、維持されており、
むしろ意思決定に応じた組織の構造的な態様の
選択性が強調されていると考えたい。ルーマン
が到達しているのは、近代組織に共通する自己
準拠的な意思決定のオートポイエーシスであ
る。ルーマンは普遍的な組織の類型を提示して
いるというよりは、近代組織の本質を縮約的に
提示している。
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これをルーマンは、「ゆるい結合（ルースカッ
プリング)」と「きつい結合（タイトカップリング)」
という概念を用いて説明している。地位メディ
アは、組織の態様そのものを決定しないという
意味でそれ自体としてはルースであるが、組織
がある形態を取るときそれはタイトな結合とし
て観察される(Luhmann[1988=1991:323-3251)。
ここで注意したいのは、形態はタイトな性質を
それ自体として備えていても、組織が、ルーース
に結合しているか、タイトに結合しているかは、
その形態に関するメタレベルの観察の相違とし
て捉えられるということである。企業は「統一
体としてのシステム」という範晴でくくられる
ことが多い。しかしながら、これは観察の--つ
の形態である。別様な見方をすると企業は部署
間の多様な結合から構成されていると考えるこ
とができる。企業についても「統一体｣、「多様
性の結合」という少なくとも二つの観察形態が
あるのである。ルーマンの考えに沿えば、この
二つにいずれかに観察形態を位置付けるという
のではなく、観察の相対性として処理するのが
妥当と思われる。
ここからルーマンは、メディア（ルース）／

形態（タイト）を持ち出し、その組織自体の形
態の観察に照らした相対性（ルース／タイト）と、
社会の中で一般的に組織が取り得る形態の複数
性（ルース／タイト）を分析的に区別しているこ
とが分かる。このような概念整備をした上で、
ルーマンは後者に関して組織の適応能力に言及
を進めている。ルーマンが論じているのは、ル
ースな複合体とタイトな複合体は、それ自体と

して問題解決能力の優劣を備えているのではな
く、どちらが成功するのかは、文脈的な適応能
力に照らしたあくまで結果であるとする。つま
り、ここで進化のロジックが持ち出されている
のである。

ある組織が官僚制の弊害に直面しても、その
組織の取り得る選択は、一様ではなく、常に別
様でありうる。出来事一構造理論に即すならば、
まず時間的に見て、意思決定のスピードに重き
を置く「機動的な組織」が考えられる(11)。こ
れに対して時間的な調整を重視する「関係調整
志向の組織」が別様の選択としてあげられるだ
ろう(12)。しかし、ルーマンのロジックに従え
ば、あくまで組織の文脈に依存した再生産の選
択的なパターンであり、それらは選択的に等価
なのである。

6．多数の複雑性実現形態としての組織
と文脈依存的な進化の帰結一一偶然と
必然

組織の究極要素をたった一つ意思決定に絞り
込み、それは常に別様でありうるというルーマ
ンのアイディアは、彼が持ち出している「メデ
ィア」と「形態」の対比によってより明瞭にな
る。これを組織に当てはめると、次のようにな
る。組織が他の社会の分析水準と区別されるメ
ルクマールは、「地位」が不可欠な素材となっ
ていることである。これをルーマンは「地位メ
ディア」と呼んでいる。地位メディアというと
きは、単なる階層的な指示権限の構成というこ
とだけではなく、それが欲求や動機付けの対象
となるという意味が含められている(Luhmann
[1988=1991:317-320])。地位は指示権限の如何に
より互いに関係付けられるものであるが、地位
そのものは、基礎的な素材に過ぎず、組織の態
様そのものを決定付けるものではない。組織の
態様が具現するのは「形態」という様相を通じ
てである。形態はある組織の態様を決定してい
るが、その具現の仕方は一様ではなく、別の可
能性に開かれている。
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近代社会は、中央指令的な組織、官僚制、ネ
ットワーク型組織それぞれを併用しているのが
実情である。これを社会を運営するロジックと
いうレベルで考えると、中央指令型の社会主義
計画経済と資本主義経済は同じ時期に並存して
いた。重工業という文脈では、双方の形態とも
問題処理能力を有した。しかしながら、情報経
済化という文脈では、社会主義計画経済は、技
術革新の難しさなどの非効率性を露呈した。こ
れは必然というよりも、文脈に応じた問題処理
能力に起因する淘汰の結果と捉えられる(13)。
「管理的な組織からネットワーク型組織へ」

という標語は、「偶然性」を伴った選択の一つ
の形態にもかかわらず、一種の「必然」とうつ
るのは何故であろうか。官僚制化のテーゼや情
報社会論の言説からは、移行を説明する統合的
なロジックが見えてこない。ルーマンは、十分
に説明してはいないけれども、これは組織にお
ける部署単位レベルでの自己準拠の徹底化のプ
ロセスと考えられる。中央指令型の組織は、特
権的な頂点の指令によって各部署が一律に作動
する。それに比べて官僚制は各部署の一定の役
割分担は分化しているものの、意思決定集合が
固定化されがちである。よくいわれるネットワ
ークに代表されるルースな複合体では、構成要
素の自律性と自己再生産がより顕著である。オ
ートポイエテイックな組織としてイメージされ
るのは、試行錯誤しながら意思決定を再生産す
るという漸進的な変化である。そして、その継
続性が偶発性に対処し得る複合性をもたらすと
考えられる。そうすると、組織体としては外部
に強いられることなく自己準拠を遂行している
にしても、個々の部署に観察水準を移すと、組
織の形態によって自律性の程度に差があること
になる。
ある文脈に照らしてルースな組織的複合体が

生き残ったとしても、それは偶然性を伴った淘
汰の結果でしかない。ルーマンが主張している
のは、地位メディアという素材をもとにいかよ
うな組織も形成可能であり、その取り得る形態
は他でもあり得るということである。つまり、
文脈に応じて最も問題処理能力がある組織形態
が選ばれるということである｡それはむろん中
央指令型でもありうるし、官僚制という形も取
り得る。我々がルースな組織的な複合体への移
行を必然と認識しがちであるが、それはある文
脈に沿った偶発的な選択の結果なのである。し
かしながら、一定の文脈に即した傾向を捉える
と、偶然性の積み重ねの中にも組織の部署レベ
ルでの「自己準拠の徹底化」というロジックが
見えるのである。これが我々に必然性という認
識をもたらしている要因とも言える。
ここで浮かび上がるのは、進化のプロセスで

偶発性を伴った多種多様な組織が形成されると
いっても、その選択の帰結が多様である保証は
なく、一定の文脈のもとでは、多様性を縮減し
うる可能性もあるのである。地位メディアを素
材として可能態としては、多様な組織が形成さ
れるとしても、偶発性に対処し得る組織形態が
一定のものに収敵していくのであれば、それ
はかなりパラドキシカルな事態ではなかろう
か(14)o

7．結語一多様性を実現可能にする社会
経済秩序論へむけて

ルーマンは、既存の理論と異なり、組織の究
極要素を意思決定のオートポイエーシスという
たった一つの性質に絞り込んだ。組織は、地位
メディアを素材にする点で共通するが、その形
態は別様でありうる。７０年代においてルーマン
は、組織レベルでの水準と関与する成員の水準
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性であっても、そこから多様な行為主体の交
錯・相互学習が触媒となって形成される偶発的
な進化ではなかろうか(17)｡つまり、一定の期
間ある文化的な価値に根ざしたルースな組織的
複合体が仮に傾向として優勢であっても、文脈
が変われば全く別様の組織形態とその配置図が
生じるのである。

を峻別したが、この構図は維持したまま、組織
自体が変数でありうるという視座を80年代以降
明確に打ち出したのである。管理型組織からネ
ットワーク型組織への移行というフレーズに見
られるルースな結合をなす組織的複合体への移
行が、本来的には、偶然の積み重ねの結果の一
つでしかないのに、必然とうつってしまうのは、
そこに自己準拠の徹底化が見出されるからであ
る。
「複雑多主体」をキーワードしたシステム理

論があらゆる所で議論されているが、ルーマン
は、偶発的な進化により、多数の複雑性の実現
形態が可能な経済システムの進化を実は展望し
ている。組織は地位メディアをもとに、多様な
結合形態を模索できる。この動向と市場の多分
脈化はパラレルである。この視座を敷桁すると、
市場の多分脈化に対応する策として、企業間の
結合（ネットワーク化）を通じた異種混合が同様
に模索される(Luhmann[1988=1991:89,96-98,323-
325])。
今日電子的な技術の発達や空間的なグローバ
ル化の進展に伴う世界市場の出現が喧伝されて
いるが、これがそのまま多様な秩序を具現する
保証はない。情報化やグローバル化の議論の文
脈で、ルースな結合形態をなす組織への移行が
喧伝されているが、それは偶然が積み重なった
結果の一つに過ぎない(15)｡組織形態の多様性
が主張されるにしても、実のところそれは、ル
ースな複合体という一種の縮減された枠組み内
部における多様性を示唆しているだけかもしれ
ない('6)。そうすると、これは生存維持経済、
社会主義的計画経済、資本主義経済が並存して
いる状況からグローバルな情報資本主義への収
數といった社会経済上の世界多様性の縮減を表
していることになる。しかし、ルーマンが提供
しているのは、一定の枠組みの中における多様

註
(1)経営学では、CI.バーナード[Bamardl938=11956]
に代表されるように、組織の特徴を「協働性-１に
求めている。その基本的な立場は、個人で成し得
ることに限界はあるが、協働することでより大き
な目的を達成することができるということに着目
するものである(Barnard[1938=1956:41)。ただ
人々が単に協働していることをもって組織が存在
しているとは、早急には断定できず、組織内部の
「管理の体系」を論じなくてはならない。そのため、
バーナードは管理機能、管理過程、管理責任を協
働体系の中で考察し、H.A.サイモンは、管理慰職、
管理行動、管理上の決定の心理などに関して、多
くの論証を行っている(Simon[1945=1965])。
(2)奥山［1987]は、主としてオートポイエーシス理
論導入以前のルーマンの公式組織理論を検証し、
そこから比較制度論を展望している。ルーマンは、
確かにアメリカの経営学理論を摂取しながら組織
理論を構築しているが、唯一普遍的な組織を提示
しているわけではない。ルーマンの組織理論から
比較制度論を構想することも可能であるが、ルー
マンの組織理論を生かすならば、類型論よりも、
別様の形態に開かれているというロジックを注視
すべきである。
(3)T.パーソンズはバーナードの権威に関する理論を
摂取して権力／権威を論じたものの、行為システ
ムや社会体系に理論的な重きがあり、組織の位置
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付けは希薄であった。
(4)ウェーバーは、没主観的なコミットメント、組
織の物化を強調するのに対して、ルーマンは役割
以外の成員の自由を指摘し、組織の合理性の水準
と個人のコミットメントの水準の間の断絶を明確
に指摘した。
(5)これは権力と自由の問題として一般的に考える
こともできる。ルーマン(Luhmann{1965=19891)
は早い時期から制度としての基本権の整備があっ
て個人の人格的自己表出、安定した行為態度の予
期、自由が確保されており、権力と自由が必ずし
も対立関係のみでは捉えられないという考えを示
していた。これは実のところホッブズにみられる
社会契約説に適った主張である。このアイディア
は宮台真司の権力理論などにも継承されている
（宮台[1989])。
(6)ルーマンは初めから自己準拠システムという概
念を体系的に導入したわけではなく、試行錯誤を
重ねながら、次第にまとまりのあるものとして彫
琢していった。最初は、個々の行為水準での「基
底的自己準拠」とそれが社会システムに組み入れ
られる「社会的自己準拠」を論じている。これは
行為連関の水準と社会システム水準レベルでの要
素の連関を説明するための体系である(Luhmann
1984=1993:201-2051)。
他方で、要素と関係の区別が基盤となる「基底
的自己準拠｣、以前と以後の区別としての「過程的
自己準拠｣、システムと環境の区別としての「再帰」
といった三つの自己準拠は、社会システムレベル
での自己準拠システムの一般的な説明を試みるた
めに案出された概念と見ることができる
(Luhmann[1984=1995:806-809])。
(7)システムに関して、「上からの構成」か、「下か
らの創発」かという問題に関して、ルーマンは、
次のように言及している。

ある要素の統一体が「下からの」創発として説
明されるべきか、または「上からの」構成によっ
て説明されるべきかについては、理論的な評価が
定まっていないように思われる。われわれはきっ
ぱりと後者の見解を選んでいる。諸要素は、それ
ら諸要素を統一体として用いているシステムにと
ってのみ諸要素なのであり、諸要素はこうしたシ
ステムをとおしてのみ統一体なのである

(Luhmann[1984=1993:34])。
(8)ルーマンは、意志決定の土台を選好から予期へ
切り替えることを提案している。ルーマンは充分
な説明をしているとは言い難いが、選好形成も予
期なしではありえないとするのが主な理由とされ
る(Luhmann[1988=1991:285])。選好の場合は、
〈良い／悪い＞の差異が問題となるけれども、予期
はく同調／逸脱＞（又は〈期待どおり／期待はずれ>）
としてコード化される。確かに日常生活における
行為の大半は、逐一選好を形成せず、予期の連鎖
の中で選択が等価なものとして現れるときに、初
めて選好が形成されている。期待水準の一般化の
程度が低い場合、何を決定すべきか自明ではない
ため、目的が問われる。そして目的が定着すると、
要求事項に対して<良い／悪い〉の選好が必要と
なる。これそのものが一般化すると予期の連鎖の
みで十分となる。このような形で期待水準は一般
化していくのである。
(9)出来事一構造理論は、F.オルポートに由来してい
る。ルーマンは、これをヒントに「基底的自己準
拠」という概念を案出していると思われる
(Allport[1954])。出来事一構造理論は、構造形成
的な予期が出来事に立ち返る側面と、出来事を行
為から意思決定に格上げする側面の二つからなる
(Luhmann[1988=1991:290])。
(10)ヘテラーキーは他者(heteros)が治める(archein)
に由来している。ヘテラーキーのもとでは、意思
決定を行う者が、あるときは、隣人の一人であっ
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を中心として浸透し始めている。また、この理論
は一見すると日本の企業組織と親和的にみえるが、
個々の成員の異質性を前提とした問題発見、意見
の多様性の調整を志向しているという点では、相

違する。
(13)ルーマンは、市場経済の反対物が計画経済では
なく、生存維持経済であるとしている。市場が経
済システムの内的環境であることは、社会主義経
済にも当てはまるからである ( L u hm a n n
[1988=1991:89-90,97-88])。
(14)進化それ自体は偶然性に満ちた過程であるが、
ある具体的な文脈のもとでは一定の傾向性が見出
せる。しかし、ルーマンが論じているのは、仮に
ある文脈のもとで一定の傾向が見えても、進化の
プロセスの中では、全く別様の傾向が生じ得る可
能性が常にあるということである。
(15)情報経済の文脈における市場、企業内、企業間
のネットワーク化と競争の高度化についてはA.'｡
レツサンの研究がある(Bressand[1990=1991])《Ⅲ
(１６)ルースな組織的複合体であっても、３節で検討
したように、構成員のコミットメントの水準と、
組織体自体の合理性の水準は区別されると考える
べきである。

(1７)青木昌彦は、組織を情報処理の体系として考え、
比較制度分析への応用を試みている。その中で、
日本型組織に見たてたJ均衡と米国的な組織を念頭
に置いたＡ均衡が複合化するP均衡を論じている
（青木【19951)。

たり、またあるときは他の隣人としての自分であ
ることができ、指揮系統は分散される。この対極
にあるのが、神聖なるもの(hieros)が治め、指揮
系統がトップダウンになっているヒエラルキーで
ある。とはいえ、ヘテラーキー的原理が全てにお
いて貫徹している組織は考えにくいだろう。ただ
し、機能的な成果を確保するためにせよ、高度な
戦略構築の際やプロジェクトチームレベルでは、
ヘテラーキー的運営を取り入れないと、組織が複

雑性に対処しきれなくなってきていることも事実
である。
(11)リエンジニアリングでは、組織というよりは
「プロセス」が対象として強調される。そこで主張
されているのは、営業部門や製造部門といった部
署の再構築というよりは、仕事に関するプロセス
デザインの効率的な試行である(Hammerand
Champy(1993=1993])。他方、企業のエンパワーメ
ント論では、権限の委譲を通じた機動的決定、効
率性の確保が中心的に論じられている。
(12)いわゆるアクションリサーチを通じたソフトシ
ステムアプローチでは、唯一の最適解の追求とい
うよりは、試行錯誤と学習を通じた関係性の調整
が志向されている。その結果、調整を通じた高次
の多様な意見の共存を図るアコモデーション
(accomodation)という概念が中心に据えられてい
る(ChecklandandScholes[1990=1994])。このよう
な性格のため、この理論は米国ではほとんど取り
入れられていない。他方、この理論は英国や北欧
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